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❶　計画改定の趣旨
本県では、平成28年3月に「福井県消費者教育推進計画」（以下「計画」）を策定
し、平成28 ～ 30年度まで関係機関・団体等と連携・協力して消費者のライフステー
ジに応じた体系的な消費者教育を推進しています。
最近では、民法改正による成年年齢の引下げの決定や、インターネットの利用拡
大、国連で持続可能な開発目標（SDGs）が採択されるなど、消費者教育を取り巻く
社会環境は変化しています。
また、平成30年3月に、国は「消費者教育の推進に関する基本的な方針」を変更
し、当面の重点項目として「若年者の消費者教育」、「消費者の特性に配慮した体系的
な消費者教育の推進」、「高度情報通信ネットワーク社会の発展に対応した消費者教育
の推進」を示しました。
県では、このような社会情勢の変化や、国の基本的な方針の変更を踏まえ、現在
の計画の基本的な考え方を継承しつつ、新たな課題に対応するため、計画を改定し
ます。

❷　計画の位置付け
本計画は、消費者教育の推進に関する法律第10条第1項に基づき策定する「都道府
県消費者教育推進計画」として位置付けます。

❸　計画改定の背景
（1）民法改正による成年年齢の引下げ
平成30年6月に民法改正法案が可決・成立し、2022年4月から成年年齢が20歳から
18歳に引き下げられます。
現行の民法では、20歳未満の者には未成年者取消権が認められており、未成年者が
保護者の同意を得ずに行った契約は、原則取り消すことができます。
しかし、2022年4月以降、18歳と19歳の若者が行った契約については、未成年者取
消権を行使できなくなり、これらの年齢の若者を狙った消費者被害の増加が懸念され
ています。
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（2）高度情報通信社会の進展
総務省の「通信利用動向調査」によると、スマートフォンの保有者の割合は、平成
26年には44.7％でしたが、平成29年には60.9％と増加しており、個人のインターネッ
トの利用状況は8割を超えています。スマートフォンは今や日常生活に欠かせないも
のとなっています。
また、経済産業省の「電子商取引に関する市場調査」によると、インターネット通
販等の消費者向け電子商取引の市場規模は、平成26年には約12.8兆円でしたが、平成
29年には約16.5兆円と拡大しています。総務省の「家計消費状況調査」では、1世帯
（二人以上の世帯）当たりのネットショッピング支出の月額は、平成26年には6,505円
でしたが、平成29年は10,586円と増加しており、北陸地方においても平成26年には
4,710円でしたが、平成29年には7,247円と増加しています。
さらに、モノやサービスの決済の電子化（キャッシュレス化）を進める動きが加速
しており、従来のクレジットカードや電子マネーカードのほか、QRコードを利用す
るスマートフォン決済など、今後、着実にキャッシュレス化が進むと予想されます。
このように、インターネットを介した取引やサービスの提供が発展し、消費者の利
便性が向上することが予想される一方で、インターネットに関する消費者トラブルが
増加するおそれがあります。消費者はインターネットの有用性を理解しつつ、個人情
報などのセキュリティ対策やリスクを自ら管理・配慮する能力が求められています。

（3）高齢化の進行
平成30年10月1日現在の本県の65歳以上の人口は約23万人であり、高齢化率は
30.2％で、団塊の世代が70歳を超えるなど、高齢化が進行しています。
また、高齢者の単身世帯の割合は総世帯数の14.2％を占めており、今後も増加が予
想されることから、高齢者を狙った特殊詐欺や悪質商法による消費者被害の防止対策
が重要になっています。

（4）社会や環境を意識した消費行動への要請
持続可能な開発目標（SDGs）は、平成27年9月に国連の「持続可能な開発サミッ
ト」で採択された2030年までの国際目標で、17の目標が定められています。
この中の「目標12：つくる責任つかう責任」では、消費者としての日常的な生活行
動を改善することや、事業者がその事業活動を通じて持続可能な開発に貢献するよう、
「持続可能な消費と生産のパターンを確保する」ことが目標として示されています。
また、近年、プラスチックによる海洋汚染の問題がクローズアップされ、事業者に
ストローなどの使い捨てプラスチック製品の提供を中止する動きがあるほか、レジ袋
の有料化の議論が進められています。
消費者には、自らの消費行動を通じて、深刻化する環境問題や社会問題などに貢献
するとともに、こうした課題の解決に向けて取り組む事業者を消費行動を通じて支援
していくことが求められています。
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❹　基本理念
国の基本的な方針、本県の消費者を取り巻く現状と課題に基づき、本計画は、第1
次計画を継承しつつ、以下のことを目指します。

〇�消費者は、一人ひとりが消費行動するに当たって、社会や環境を意識しながら、
自身の消費行動で社会を変えていくことができるという自覚をもって、それぞれ
のライフスタイルに合った消費生活を営む。

〇�事業者は、事業活動を通じて消費者や社会・環境に配慮した商品、サービス、情
報提供に努める。

こうしたことにより、豊かで発展し続ける安全で安心な「ふるさと福井」を実現
し、将来世代に継承していくことを基本理念とします。

～消費者と事業者が築く
� 安全で豊かな「ふるさと福井」の実現と継承～

❺　計画期間
本計画の期間は、2019年度から2023年度までの5年間とします。
ただし、社会経済情勢の変化や国の基本方針の変更等に適切に対応するため、必要
に応じて見直しを行うものとします。
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第2章　本計画における施策

前計画から引き続き、次の3つの項目を重点項目として、施策を展開します。

○�社会や環境を配慮する消費者意識の醸成

○�幼児から成人までの切れ目ない消費者教育の提供

○�高齢者の消費者トラブルの撲滅

❶　社会や環境を配慮する消費者意識の醸成
平成29年のわが国の家計が支出した消費額の総額は約290.7兆円で、国内総生産
530.1兆円の54.8％を占めています。消費者には自らの消費行動が社会や環境に及ぼす
影響を自覚する必要があり、大量生産・大量消費・大量廃棄がもたらした環境問題や
社会問題に対応するため、商品やサービスの選択の責任を理解することが求められて
います。
持続可能な社会の実現に向けては、消費者と事業者の協働が必要です。具体的に
は、事業者側は、消費者や社会の要望を踏まえた商品等の開発・改善や、わかりやす
い表示・説明、消費者の意見を取り入れる工夫などの配慮を行い、消費者側は、その
ような商品やサービスを購入・利用することで事業者を評価するという双方のコミュ
ニケーションを促進することが必要です。
また、消費は生活の全般にわたることから、省エネや食品ロスの削減などの環境分
野や食の安全等、幅広い分野と連携した消費者教育が必要です。
このため、消費者・事業者それぞれの立場から、社会や環境に配慮することの重要
性について理解を促進していきます。

【現状と課題】
これまで、消費者フォーラムの開催やリーフレットの作成・配布を行ったほか、社
会や環境に配慮する消費者意識の向上を図るため、事業者に対して、講演会や消費者
との交流事業を行い、地域や社会全体の利益を考慮した活動への理解を促進してきま
した。
この結果、消費生活に関する県民調査では、社会や環境への影響を意識して商品・
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サービスを選択する消費者の割合が増加した一方、社会貢献活動や社会や環境に配慮
した商品等の提供を重視している事業者の割合は低い状況にあります。

<消費者の商品・サービス選択時の意識>� ※消費生活に関する県民調査

項　　目 平成27年2月 平成30年3月
事業者の経営方針や理念、社会貢献活動 13.5％ 58.2％
その商品やサービスが環境へ及ぼす影響 28.4％ 84.9％

<事業者が事業活動において重視している取組み>� ※消費生活に関する県民調査

項　　目 平成27年2月 平成30年3月
地域や社会のための社会貢献活動 － 22.8％
社会や環境に配慮した商品（製品）・サービスの提供 － 15.4％

今後も、消費者と事業者の双方に対して、社会や環境に配慮することの重要性につ
いて理解を促進するため、具体的で実践可能な行動について提示するなどの工夫が必
要です。

また、本県は1世帯当たり・1人当たりの電気使用量が多いため、環境に対する負
荷を少なくする効率的な電気の使い方など、エネルギー消費の観点から啓発活動が必
要です。

○電気使用量に関するデータ

○1世帯当たりの電気使用量（二人以上の世帯）〔H27 ～ 29平均　総務省：家計調査〕
� 7,785�kwh（全国1位）� 全国平均：4,985�kwh
○1人あたりの電気使用量（試算）※1世帯当たりの電気使用量を、世帯人員で割ったもの
� 2,479�kwh（全国1位）� 全国平均：1,673�kwh
○1㎡あたりの電気使用量（試算）※1世帯当たりの電気使用量を、延床面積で割ったもの
� 54.13�kwh（全国10位）� 全国平均：53.62�kwh

・延べ床面積〔H25　総務省：住宅・土地統計調査〕
� 143.83㎡（全国2位）� 全国：92.97㎡
・エアコンを4台以上所持している世帯の割合（二人以上の世帯）〔H26　総務省：全国消費実態調査〕
� 52.0％� 全国：31.3％
・IHクッキングヒーターの普及率〔H26　総務省：全国消費実態調査〕
� 49.0％（全国1位）� 全国：23.9％



− 6−− 6−

【施策の内容】
①消費者の意識醸成の推進
・�県民に「消費者市民社会（消費者が主役となって選択・行動できる社会）」の概念
や消費者問題に関心を持ってもらう機会を設けることを目的として、消費者フォー
ラム等を開催します。
・�「消費者市民社会」の概念を県民にわかりやすく伝えるとともに、倫理的（エシカ
ル）消費の例として、「地産地消」や「おいしいふくい食べきり運動」など気軽に
実践できる活動をまとめたリーフレットを作成し、消費生活教室等の様々な機会で
活用します。

〇倫理的（エシカル）消費の具体例
対　象 具　体　例

人 ・障がい者等の支援につながる商品・サービスを購入する
・宅配便を一度で受け取る

社　会 ・フェアトレード（注1）商品・サービスを購入する
・寄付付きの商品・サービスを購入する

環　境

・環境に配慮しているマークのついた商品を選ぶ（エコマークなど）
・電気、ガス、水、ガソリンなどの省エネを心がける
・�食品ロスの削減（買いすぎない、食べきる、消費期限等に過度にこだわらないなど）
・4R（リサイクル、リデュース、リユース、リスペクト）の推進
・使い捨てのプラスチック容器、レジ袋などの使用を最小限にする

地　域 ・地産地消や被災地の生産物などを購入し、地域を応援する

注1：�途上国の生産者に公正な賃金や労働条件を保証した価格で商品を購入することで、途上国の自立や環
境保全を支援する仕組み

・�本県は、家庭での電気消費量が多いため、効率的な電気の使い方などの「かしこい
エネルギー消費」のための県民向け講習会を開催し、家庭での省エネを進めます。
また、体験施設などを利用して、省エネについて県民が学習する機会を設けます。
・�消費者団体との連携を強化し、従来の消費者トラブル防止に加え、環境問題などの
社会的課題について消費者教育の推進を図ります。

②事業者の意識醸成の推進
・�地域や社会全体の利益を考慮した活動の重要性の理解を促進するため、CSR活動
に積極的に取り組む企業の協力を得て、県内事業者を対象とした講演会を実施し
ます。
・�業種別の省エネ実践の手法や効果を講習会やパネル展等で紹介するなど、事業者の
環境に対する意識の向上を図ります。
・�消費者による現場訪問など、消費者と事業者との交流の場を設け、消費者に分かり
やすい商品等の表示・説明や、社会全体の利益の向上につながる商品等のヒントを
得る機会をつくります。
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〇事業者に求められる消費者に配慮した行動の例

組織体制の
整備・充実

・経営トップのコミットメント
・コーポレートガバナンスの確保
・従業員の積極的活動（企業風土や従業員の意識の醸成）
・消費者対応部門等と他部門との有機的連携

消費者に対する
具体的な行動例

・消費者への情報提供の充実・双方向の情報交換
　（わかりやすい表示や説明、体験イベントや見学会の実施）
・消費者・社会の要望を踏まえた商品・サービスの改善・開発
　（電気使用量の少ない商品、ユニバーサルデザイン（注2））

注2：�年齢、性別、身体的状況、国籍、言語、知識、経験などの違いに関係なく、すべての人
が使いこなすことのできる製品や生活空間などのデザイン

❷　幼児から成人までの切れ目ない消費者教育の提供
「消費者被害にあわない、適切な判断・行動ができる消費者」を育成するため、消
費者それぞれのライフステージや生活スタイルなどに合わせた消費者教育を推進する
ほか、社会情勢の変化に対応した消費者教育の提供や、消費者教育の担い手となる人
材の育成を行います。

【現状と課題】
これまで、幼児・学校向け、成人一般向け、高齢者向けなど、各ライフステージに
対応して、出前講座やセミナーの開催、教材の作成・配布などを行うなど切れ目ない
消費者教育の機会を提供してきました。
この結果、消費者トラブルを経験した人の割合が減少し、相談窓口の認知度が上が
るなどの成果が見られました。

<過去1年間の消費者トラブルの経験>� ※消費生活に関する県民調査

項　　目 平成27年2月 平成30年3月
過去1年間に消費者トラブルの経験が「ある」 11.6％ �7.6％

<消費生活に関する相談窓口等の認知度>� ※消費生活に関する県民調査

項　　目 平成27年2月 平成30年3月
県消費生活センター 27.0％ 33.6％
市町の消費生活センター 24.3％ 29.8％
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一方、2022年4月からの成年年齢引下げに対応するため、18歳までに、契約の基本
や消費者トラブルに巻き込まれないための最低限の知識を身に付けることができるよ
う、学校等と連携した取組みが必要です。

また、スマートフォンの普及により、ネットショッピング支出額が増え、インター
ネット通販に関する高齢者の相談が増加しています。高齢者を対象に、インターネッ
トトラブル防止のための学習機会の提供が必要です。

<スマートフォンの保有状況>� ※通信利用動向調査（総務省）

項　　目 平成26年 平成29年
スマートフォンの保有率（福井県） 42.9％ 56.9％

<ネットショッピングの状況（2人以上の世帯）>� ※家計消費状況調査（総務省）

項　　目 平成26年 平成29年
ネットショッピング支出平均月額/世帯�（北陸） 4,710円 ��7,247円
� 〃� （全国） 6,505円 10,586円

	 出典：PIO−NET（国民生活センターの全国消費生活情報ネットワーク・システム）に登録された相談件数（県分）

さらに、食の安全・安心や製品の安全性、海洋プラスチック汚染といった地球規模
の環境問題など、社会的な関心に対応した消費者教育が必要です。
こうした幅広い分野にわたる消費者問題に対応するため、消費者団体などの担い手
を育成するほか、関係団体や専門知識を持った事業者等との協力が必要です。
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【施策の内容】
①ライフステージに応じた消費者教育の推進
ライフステージごとの特徴を踏まえ、学校や地域、職場などにおいて、体系的な消
費者教育を実施します。その際、既存の教材等の活用や関係団体との連携を図ってい
きます。

<学校における消費者教育>
・�小・中学生が、それぞれのレベルで消費者問題について学べるワークシートを作
成・配付し、家庭でも学習できるようにします。
・�教員、県消費生活センター職員等をメンバーとするワーキンググループにより、
消費者教育の教材や授業での活用例を作成し、周知することで、学校における消
費者教育の充実を図ります。
・�学校（大学や専門学校を含む）に消費生活相談員を派遣し、児童・生徒・学生が
巻き込まれやすい消費者トラブルの事例や予防・対処法、消費者の社会での役割
等を内容とする出前講座を実施します。

<地域�職場での消費者教育>
・�幼児やその保護者が集まる子育て支援センター等において、日常生活で起こり得
る製品事故の注意喚起や、暮らしの中の危険など、子どもを事故から守るための
情報提供を行います。
・�保育所、児童館等で、「おかいものすごろく」や「カルタ」など、楽しみながら取
り組める子ども向けの消費者教育を実施します。
・�時間に縛られずに消費生活の知識と実践力を身に付けてもらう通信セミナーの開
催など、様々な消費者のニーズに合わせた消費者教育を実施します。
・�地域や事業所の従業員を対象とした出前講座を開催します。
・�ケアマネージャーや民生委員などの高齢者等の見守り者に対する出前講座を実施
し、高齢者の消費者トラブルに関する知識の向上を図ります。
・�高齢者向けの出前講座を実施し、高齢者が被害に遭いやすい消費者トラブル事例
に基づいた予防法や対処法など、トラブルへの対応力向上を図ります。

②消費者教育の担い手となる人材の育成
・�消費者教育に関心のある県民向けに担い手養成研修会を開催するとともに、消費
者団体との交流の機会を設けて消費者団体への参加を促します。
・�教員を対象に、消費者教育の教材の活用方法や授業の進め方等の研修を実施し
ます。
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③社会情勢の変化に対応した消費者教育の実施
・�2022年4月1日から成年年齢が18歳に引き下げられることに伴い若年者の消費者
トラブル増加が懸念されるため、中・高校生やその保護者に対して消費者トラブ
ルや契約に関する知識が身に付けられるよう事例に基づく実践的な消費者教育を
行います。
・�スマートフォンの普及により、インターネット通販に関する高齢者の消費者相談
が増加しているため、高齢者を対象にスマートフォンの操作やインターネットの
仕組みなどを踏まえた実践的なインターネットトラブル防止のための講座を開催
します。
・�食・製品の安全・安心や海洋プラスチック汚染、キャッシュレス決済の促進など、
消費者の関心が高い分野などをテーマにしたセミナーを開催します。
・�消費生活に関することは、特殊詐欺や悪質商法の手口、食の安全・安心、製品・
サービスの安全・安心など多岐にわたります。これらの最新情報を情報紙、ホー
ムページ、SNS、メールマガジンなど様々な媒体を使って提供し、県民への注意
喚起を図ります。

❸　高齢者の消費者トラブルの撲滅
高齢者を狙った悪質商法や特殊詐欺の被害が後を絶たないことから、高齢者本人や
家族への働きかけだけでなく、市町・関係団体等と協働して高齢者を地域全体で見
守っていく体制を整備し、消費者トラブルや被害を防止します。

【現状と課題】
高齢者やその家族が日常的に利用するスーパーマーケット等において、悪質商法や
特殊詐欺等に対する注意喚起を実施したほか、大学生や高校生等の協力を得て、高齢
者を対象とした啓発活動を行いました。
また、高齢者の消費者トラブル防止に向けた組織的な活動を実施するため、高齢者
の暮らしに密接に関係している団体・事業者との地域ネットワークを構築しました。
その結果、高齢者の特殊詐欺被害は減少していますが、「架空請求」や悪質商法な
どの消費者トラブルに関する高齢者からの相談割合は増加しています。
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	 ○主な特殊詐欺の手口…オレオレ詐欺、架空請求、融資保証金詐欺、還付金等詐欺など
	 出典：福井県警察本部　県内の特殊詐欺認知状況

	 出典：県分については、PIO−NETに登録された相談件数
	 　　　市町分については、県民安全課が取りまとめた消費生活相談件数（市町受付分）の報告に基づく相談件数

	 出典：PIO−NETに登録された相談件数（県分）
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高齢者の年齢には幅があり、生活の状況も様々です。加齢によって判断能力が低下
したり、一人暮らし等で地域から孤立し、消費者トラブルに関する情報不足などの問
題を抱えている場合もあるため、高齢者を地域で支える見守り者へ消費者教育を行
い、見守り体制を充実することが必要です。

【施策の内容】
①高齢者の消費者被害の未然防止
・�悪質商法や特殊詐欺など高齢者の消費者被害を防止するために、高齢者への注意
喚起に協力する店舗等を拡大します。
・�高齢者の集まる場所において、高校生や大学生が寸劇やパフォーマンスなどで消
費者トラブル・被害防止の啓発活動を分かりやすく実施します。

②地域における高齢者の見守りの支援強化
・�警察や福祉関係部署、金融機関、事業者等との見守りネットワーク（福井県消費
者安全確保地域協議会）を活用し、高齢者の消費者トラブルの早期発見や被害防
止を推進します。
・�民生委員やケアマネージャーに加え、訪問介護員等の見守り協力者を拡大します。
見守り協力者には、見守りのポイントについて研修を実施し、普段から高齢者へ
の声かけなどにより、被害の未然防止を図ります。
・�見守り者向けの情報誌などで、高齢者に多いトラブル事例について情報を提供し、
地域での見守りを支援します。
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重点項目に掲げた施策を実施することにより、県民が「消費者市民社会」を構築
し、将来にわたって発展し続けるふるさと福井を実現するため、計画の目標を次のと
おり設定します。

～計画の目標～

〇商品・サービス選択時に環境や社会のことを意識する
　消費者の割合を8割以上
※商品・サービス選択の際に意識すること（H30年3月）
　「その商品やサービスが環境へ及ぼす影響」84.9％
　「事業者の経営方針や理念、社会貢献活動」58.2％

〇事業活動において環境や社会のことを意識する
　事業者の割合を5割以上
※事業活動において重視している取組み（H30年3月）
　「地域や社会のための社会貢献活動」22.8％
　「社会や環境に配慮した商品（製品）・サービスの提供」15.4％

〇高齢者の特殊詐欺被害ゼロを目指す
※県内の高齢者の特殊詐欺認知件数
　（H29年）44件、被害金額�1 億6,501万円
　（H30年）16件、被害金額�　　9,886万円

本計画を実行性あるものとするため、県は自ら計画を推進することはもとより、市
町、消費者団体、事業者、事業者団体、教育関係者等と協働して計画を推進します。
また、福井県消費生活審議会において、計画の進捗状況を管理します。
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（小学5年生、中学2年生に毎年配布）

（病院・薬局等456施設）

（延べ5回開催、延べ93名受講）

（延べ75回開催、延べ4,979名受講※）

（延べ29回開催、延べ1,037名受講※）

（延べ68名受講、消費者団体に延べ19名が加入）

（延べ117回開催、延べ8,639名受講※）

（ケアマネージャー向け：延べ12回開催 延べ1,042名受講、民生委員向け：延べ1回開催 延べ160名受講）

消費生活セミナー（延べ32回開催、延べ1,822名受講）や通信セミナー（延べ708名受講）の開催

・小・中
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	出典：県分については、PIO−NETに登録された相談件数
	　　　市町分については、県民安全課が取りまとめた消費生活相談件数（市町受付分）の報告に基づく相談件数

	出典：PIO−NETに登録された相談件数（県分）
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年
件数

全体 65歳以上 65歳未満 全体 65歳以上 65歳未満

金額（千円）

平成30年 31  16  15  113,003  98,863  14,140 

平成29年 76  44  32  239,244  165,019  74,225 

平成28年 53  44  9  257,746  212,373  45,373 

平成27年 58  43  15  252,842  220,382  32,460 

平成26年 51  40  11  285,401  242,647  42,754 

○県内の特殊詐欺の被害状況

	出典：PIO−NETに登録された相談件数（県分）

	出典：福井県警察本部　県内の特殊詐欺認知状況

	出典：PIO−NETに登録された相談件数（県分）
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県民調査の結果（20問）

Ⅰ　消費者の意識と行動について

<問 1 >商品�サービス選択時の意識
商品やサービスを選ぶ際に意識する項目について、「常に意識する」と「よく意識
する」と「たまに意識する」の合計で最も多かった上位3項目は、「価格」（96.3％＝
53.3％＋32.6％＋10.4％）、「安全性」（96.6％＝41.8％＋42.5％＋12.3％）、「機能・品
質」（96.9％＝41.3％＋46.9％＋8.7％）となっています。
「その商品やサービスが環境へ及ぼす影響」は84.9％（11.5％＋35.5％＋37.9％）、「事
業者の経営方針や理念、社会貢献活動」は58.2％（3.8％＋14.0％＋40.4％）となって
います。
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【参考】平成27年2月の消費生活に関する県民調査との比較
・�社会や環境への影響を意識して商品・サービスを選択する消費者の割合が増加
しています。

〈商品・サービス選択時の意識〉
項　　目 H27.2月（※1） H30.3月（※2）

その商品やサービスが環境へ及ぼす影響 28.4％ 84.9％
事業者の経営方針や理念、社会貢献活動 13.5％ 58.2％

（※1）�各項目の割合は、「意識する」「どちらともいえない」「あまり意識しない」の回答の内、「意識する」の値
（※2）�各項目の割合は、「常に意識する」「よく意識する」「たまに意識する」「ほとんど意識しない」「全く意識しな

い」の回答の内、「常に意識する」「よく意識する」「たまに意識する」の合計値

<問 2 >消費者として意識する行動
消費者として意識する行動について、「心掛けている」と「ある程度心掛けている」
の合計で、最も多かったのは、「表示や説明を十分確認し、その内容を理解した上で
商品やサービスを選択する」（79.2％＝27.0％＋52.2％）で、次いで「不必要な包装を
断ったり、マイバックを持参する」（76.8％＝38.9％＋37.9％）となっています。
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<問 3 >『消費者市民社会』の認知度
『消費者市民社会』の認知度について、「言葉も内容も、知っている」は、6.5％と
なっています。特に、30歳代の認知度が1.2％と最も低く、最も高かったのは70歳以
上の10.3％となっています。

<問 4 >『エシカル消費』の認知度
『エシカル消費』の認知度について、「言葉も内容も、知っている」は2.6％となっ
ています。また、世代別において、大きな差異は見受けられませんでした。
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Ⅱ　消費者問題に対する関心について

<問 5 >消費者問題への関心度
消費者問題の関心度について、「関心がある」と「どちらかといえば関心がある」
の合計は、60.6％（20.4％＋40.2％）となっています。

�

< 問 6 >関心のある消費者問題の内容
関心のある消費者問題の内容について、「食品の安全性」（88.8％）が最も多く、次
いで、「製品の安全性」（70.6％）、「生活関連物資の価格動向」（65.8％）が多くなって
います。
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Ⅲ　消費生活上のトラブルに関する経験について

<問 7 >過去 1年間の消費者トラブルの経験
過去1年間において、商品の購入やサービスの利用する上でのトラブルの経験が

「ある」回答した方は7.6％となっています。

【参考】平成27年2月の消費生活に関する県民調査との比較
・消費者トラブルを経験した人は減少しています。
〈過去1年間の消費者トラブルの経験〉

項　　目 H27.2月 H30.3月
過去1年間に消費者トラブルの経験が「ある」 11.6％ �7.6％

<問 8 >経験した消費者トラブルの内容
問7で、過去1年間における消費者トラブルの経験が「ある」と回答した方に、
トラブルの内容について質問したところ、「商品やサービスの内容に関すること」
（55.0％）が最も多く、次いで、「事後の応対や苦情への対応に関すること」（22.9％）、
「食品の安全・表示に関すること」（18.3％）となっています。

�
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<問 9 >消費者トラブルにあった際の相談状況
問7で、過去1年間における消費者トラブルの経験が「ある」と答えた方に、トラ
ブルにあった際の相談状況を質問したところ、「相談した」が59.5％、「相談しなかっ
た」が32.8％となっています。

<問 10 >消費者トラブルの相談先
問9で、消費者トラブルにあった際にどこかに（誰かに）「相談した」と回答した方
に、相談先を質問したところ、「販売店やメーカーなどの相談窓口」（60.3％）が最も
多く、次いで、「家族、知人、同僚など身近な人」（34.6％）となっています。「県の消
費生活センター」は、7.7％、「市町の消費生活センター・相談窓口」は6.4％となって
います。



− 32−

<問 11 >相談しなかった理由
問9で、消費者トラブルにあった際にどこかに（誰かに）「相談しなかった」と回答
した方に、相談しなかった理由を質問したところ、「被害が小さく相談するほどのこ
とではなかった」（39.5％）が最も多く、次いで「相談せず、自分で調べて解決しよう
とした」（34.9％）、「相談しても、解決できると思えなかった」（34.9％）となってい
ます。

<問 12 >消費者被害にあわないよう気をつけていること
消費者被害にあわないよう気をつけていることについて、「「必ず儲かる！」といっ
たうまい話には気をつけるようにしている」（79.7％）が最も多く、次いで「契約の際
には即決せず、冷静に考えたり周囲に相談するようにしている」（58.8％）、「テレビ、
新聞、雑誌等のマスメディアの報道を見ている」（58.4％）となっています。
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<問 13 >消費生活に関する相談窓口等の認知度
消費生活に関する相談窓口等の認知度について、「名前も内容も知っている」と回
答した方が多いのは、「県消費生活センター」（33.6％）、次いで「市町の消費生活セン
ターまたは相談窓口」（29.8％）となっています。

【参考】平成27年2月の消費生活に関する県民調査との比較
・消費生活に関する相談窓口の認知度は上昇しています。
〈消費生活に関する相談窓口等の認知度〉

項　　目 H27.2月 H30.3月
県消費生活センター 27.0％ 33.6％
市町の消費生活センター 24.3％ 29.8％

Ⅳ　インターネット関連における消費生活上のトラブルについて

<問 14 >インターネット利用での取引量
インターネット利用した商品やサービスの購入などの取引量について、「大幅に増
えている」と「増えている」の合計では、全世代が33.4％（8.0％＋25.4％）で、なか
でも、20 ～ 40歳代では、5割を大きく超えています。逆に、60歳代や70歳以上につ
いては6割以上の方が「利用していない」となっています。
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<問 15 >増加しているインターネットの取引内容
問14で、インターネット利用した商品やサービスの購入などの取引量が「大幅に増
えている」と「増えている」と回答した方に、どのような取引が増えているかを質問
したところ、全世代の9割以上が「商品の購入」と回答しています。

�
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<問 16 >インターネット取引でのトラブル内容
問14で、インターネットの利用がある（「大幅に増えている」、「増えている」、「変
わらない」、「減っている」）と回答した方に、トラブルの状況や内容を質問したとこ
ろ、「特にトラブルにあった経験はない」（62.5％）が最も多く、次いで「商品やサー
ビスの内容が、想定していたものと違った」（17.2％）となっています。

Ⅴ　架空請求について

<問 17 >架空請求の経験
架空請求の経験について、全世代では「ある」が31.8％となっています。
架空請求の経験が「ある」と回答した方を年齢別でみると、特に30歳代～ 50歳代
が多くなっています。
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<問 18 >架空請求を経験した時の対応
問17で、架空請求の経験が「ある」と回答した方に、架空請求に対する対応につい
て質問したところ、「自分の判断で無視した」（70.6％）が最も多く、次いで「他の人
に相談して無視した」（22.6％）となっています。
一方、請求のあった相手に電話等で連絡した人は、「他の人に相談したが、請求の
あった相手に、電話等で連絡した」（0.4％）と「自分の判断で、請求のあった相手に、
電話等で連絡した」（3.1％）の合計で、3.5％となっています。

�

< 問 19 >架空請求の請求相手に連絡した後の状況
問18で、架空請求を経験した際に「請求のあった相手に、電話等で連絡した」と
回答した方に、連絡した後、どのような状況になったかを質問したところ、「請求の
あった相手に、お金を支払ってしまい、金銭的な被害が生じた」（36.8％）が最も多
く、次いで「請求のあった相手から頻繁に電話がかかってきた」（31.6％）となってい
ます。

�
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Ⅵ　成年年齢引下げに伴う必要な消費者トラブルへの対応

<問 20 >成年年齢引下げに伴う必要な消費者トラブルへの対応
成年年齢引下げに伴い、18 ～ 19歳の消費者トラブルが増加するおそれがあること
に対して、どのような対応が必要か質問したところ、「家庭において、子どもに、契
約関係などの知識を教えていくことが必要」（80.9％）が最も多く、次いで「高等学
校、大学等において、契約関係などの教育を強化」（72.4％）となっています。
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事業所調査の結果（7問）

Ⅰ　事業活動および消費者教育の取組状況について

<問 1 >事業活動において重視している取組み
事業活動において重視して取り組んでいる内容については、「商品（製品）・サービ
スの機能・品質の向上」（61.8％）が最も多く、次いで「商品（製品）・サービスの安
全性の向上」（36.6％）となっています。
「地域や社会のための社会貢献活動」は22.8％、「社会や環境に配慮した商品（製
品）・サービスの提供」は15.4％となっています。

<問 2 >消費者教育�啓発活動の実施状況
消費者を対象とした情報提供など消費者教育や啓発活動の実施状況については、

「行っている」が18.7％となっています。
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<問 3 >実施している消費者教育�啓発活動の内容
問2で、消費者教育・啓発活動を「行っている」と回答した事業者に対し、その内
容を質問したところ、「情報誌、チラシ、パンフレット等による情報提供」（65.2％）
が最も多く、次いで「メール、SNS、ホームページ等による情報提供」（52.2％）と
なっています。

Ⅱ　一般消費者からの苦情への対応について

<問 4 >消費者からの苦情等を処理する体制の整備状況
消費者からの苦情等を処理する体制の整備状況について、「消費者対応を行う専門
の担当者や部門を、設置している」と「消費者対応を行う専門の担当者や部門を、自
社内で設置していないが、業界団体で設置している」の合計でみると、全体で、約5
割（49.4％＝（39.0％ + 10.4％））の事業者が体制を整備しています。一方、20人以下
の小規模事業者では、約3割（28.6％（14.3％ + 14.3％））となっています。
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<問 5 >消費者からの苦情、意見、問い合わせ等の処理方法
消費者からの苦情や意見、問い合わせ等をどのように処理しているかについては、

「その場（電話での対応を含む）で説明、あるいは必要に応じて謝罪を行っている」、
「苦情や意見、問い合わせ等をもとに再発防止策を講じている」と回答した事業所の
割合が高くなっています。
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Ⅲ　消費者志向経営について

<問 6 >消費者志向経営の認知度
『消費者志向経営』の認知度について、全体では、「言葉も内容も、知っている」は
11.4％となっています。

<問 7 >消費者志向経営の理解度�必要性
『消費者志向経営』の理解度・必要性について、全体では、「既に実施している」は
2.4％、「理解できるし、必要な取組だと思う」は55.3％となっています。
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相談 ！




